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１．総括 
 
 平成１８年度はアクションプラン取り組みの２年目となるが、その実施結果については、

効果目標総額１，０８２，２０７千円に対し、実施効果総額が８０７，７０２千円と２７

４，５０５千円が未達成であり、７４．６パーセントの達成率にとどまっている。 
 この要因としては、玄海庁舎の売却目標額２５０，０００千円が未達成であったことが

最も大きなものとなっているが、その他にも普通財産・行政財産の処分２３，２０８千円

の未達成や小中学校の管理運営費の削減で４６，２３４千円、保健福祉会館施設の見直し

で３４，４５７千円の未達成など金額的にも大きい未達成プランがあり、小額のものを含

めると５７のプランが未達成となっている。 
反面、目標額を達成したプランは８１あり、そのうち目標額を上回った額が大きいもの

では清掃手数料の見直しが２５，６０１千円、道路維持管理費の削減が１０，２１４千円、

玄海庁舎ランニングコストの削減により１５，８５６千円、定員適正化等による人件費削

減により４２，６４２千円などがある。 
 玄海庁舎の２５０,０００千円が達成率を大きく引き下げた要因ではあるが、仮にそれを

差し引いても達成率は９７パーセントと昨年度の１０８パーセントを大きく下回る結果と

なっている。 
 
 この結果は、一つ一つの取り組み改革の成果であるが、個々の取り組み内容を審議した

過程において、所管する部署により改革に対する意識格差が多々見受けられた。このこと

から、今後、職員の意識改革を更に進めることが求められる。そのための一案として、昨

年度も提案したが、市長や各部長が経営方針、各部の改革方針などを直接全職員に伝える

ため、職員の意識改革を目的として、全職員が一堂に会した研修会を最低年１回は実施さ

れるよう強く勧告する。 
 
次年度の取り組みでは、平成１８年度の結果を反省材料とし、職員の意識改革を進め、

目標達成は勿論のこと平成１８年度の未達成額も上乗せして達成できるようより一層の取

り組みを強化されたい。 
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２．共通事項 
 
〔全体にかかるもの〕 
・ 全プラン共通事項として、前倒しの姿勢で取り組みを進められたい。 
・ 目標を達成しているプランについても、目標を上積みするなど、さらに効果アップを

図られたい。 
・ 職員にやる気を起こさせるような人事考課の実施や職員研修などを実施することによ

り、職員の意識改革を図られたい。また、課の目標をグラフ化するなど、目で見る職場

の活性化を図るなどの施策を実施されたい。 
 
〔補助金・負担金にかかるもの〕 
・ 各種補助金がまちづくり交付金に移行されているが、交付結果を検証し効果を明確に

されたい。 
・ すべての補助金について、その性質により「委託的な補助金」と「一般的な補助金」

に仕分けし、一般的な補助金の全てに対して最長でも 3 年の終期を早急に設定されたい。 
・ 補助金交付の認定に当っては、民間人を入れた審査会を早急に設置されたい。 
・ 負担金については、その支出団体への加入の必要性や効果を検証し、必要性や支出効

果が低い負担金については脱退を行い、継続する場合には支出団体に対して負担割合の

見直しや経費削減を求めるなどの見直しを実施されたい。 
 
〔コミュニティにかかるもの〕 
・ コミュニティ施策を施行して７年が経過しようとしているが、運営協議会の成熟度や

市民の理解度がまだまだ不足している状況が見受けられるため、コミュニティ施策のあ

り方について改めて検討されたい。 
・ コミュニティの成熟を図るため、課長級以上の職員を常駐させるなど、運営が定着す

るまでのしっかりとした支援を実施されたい。 
・ コミュニティ運営協議会に対し、人を集める行事などに偏ることのないよう、出前講

座・出前事業など、コミュニティの意識改革が図れるようなあらゆる手法に関するアド

バイスなどを実施されたい。 
・ コミュニティ交付金について、真に地域づくりのための資金運用がなされているか、

使途に対する十分なチェックや効果の検証ができるような手法を工夫されたい。 
 
〔各種施設にかかるもの〕 
・ 各公共施設の使用料については、受益者負担の適正化を図るため、原則として３年ご

との見直しを実施されたい。 
・ 各種施設の利用者のマナーアップを図るため、統一した施設使用上の注意を市民参画

の観点から標語等を募集し、コミュニティセンターなどの各施設へ掲示されたい。 
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

(一)　効果的・効率的な行財政運営の推進

1　財政基盤の強化　(1)歳入の確保と強化

　ア　市税等の収入確保

1 国民健康保険税の徴収率向上 収税課 滞納対策として、広報紙などにより市民への納税義務意識の向上を図られたい。

2 市税の徴収率向上 収税課 滞納対策として、広報紙などにより市民への納税義務意識の向上を図られたい。

3 保育料の滞納対策強化 福祉課

4 国民健康保険税率の改定 国保医療課

5 国民健康保険特別会計の収入確保 国保医療課

6 上下水道料金の収納率向上 営業課

7 固定資産税の適正賦課 税務課 着実に業務を推進されたい。

　イ　受益者負担の適正化の検討

8 さざなみ館施設使用料の見直し 大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

9 ふれ愛センター施設使用料の見直し 大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

10
開発総合センター施設使用料の見
直し

大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

11 観光休憩所施設使用料の見直し 大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

12
大島資料館自動販売機設置使用料
の見直し

大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

13 大島運動場施設使用料の見直し 大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

14 大島資料館施設使用料の見直し 大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

15
大島保健センター施設使用料の見
直し

大島支所総務課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

３．個別プランにかかる意見・提言
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

16 民俗資料館施設使用料の見直し 市民活動推進課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

17 ゆうゆうぷらざ施設使用料の見直し 保健福祉政策課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

18 メイトム宗像施設使用料の見直し 保健福祉政策課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

19 神湊漁港駐車場使用料の見直し 水産振興課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

20 アクシス玄海施設使用料の見直し 市民活動推進課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

21
宗像ユリックス、正助ふるさと村施設
使用料の見直し

経営企画課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

22
体育施設及び学校開放施設使用料
の見直し

市民活動推進課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

23 行政財産使用利用の見直し 財政課 アクションプランに基づく遅滞のない着実な取り組みを進められたい。

24 上下水道料金の改定基準の策定 営業課

25
税関係証明書等交付手数料の見直
し

税務課

26 清掃手数料の見直し 資源廃棄物課 着実に業務を推進された成果であり、評価に値する。

27
住民票の写し等の交付手数料の見
直し

市民課

28
上下水道に関する手数料収入の見
直し

施設課

29
特定環境保全等下水道事業特別会
計収入の確保

施設課

30
都市計画基本図及び総括図販売価
格の見直し

都市計画課

31 渡船料金の見直し 渡船課

32 シルバー農園有料化の検討 保健福祉政策課 ・１９年度から実施

　ウ　新たな財源の検討

33 住民参加型ミニ市場公募債の発行 財政課 ・当初計画完了

34 資金運用による利子確保 会計課 努力の賜であり、評価に値する。
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

35 環境共生型企業の誘致 定住化推進室

36 定住化の促進 定住化推進室
近隣市町での宅地開発などが活発となっており、地域間競争に生き残るための施策、例えば宗像市の究極的活動(学童保育等)の展開や市HPの
更なる活用などが必要では。

37 新税導入の検討 税務課 H１８年１０月にまとめた研究報告書について、市民への公開なども検討されたい。

38 普通財産・行政財産の貸付 財政課 計画達成を第一に、より一層の取り組みを推進されたい。

39 普通財産・行政財産の処分 財政課 計画達成を第一に、より一層の取り組みを推進されたい。

40 玄海庁舎の利活用 財政課 玄海庁舎については、売却のみの手法でなく、他の活用方法についてもアイデアを募集するなど、同時進行により柔軟に進められたい。

41 広告収入の確保 情報政策課 玄関マットの広告や市庁舎壁面広告の取り入れ等、更なる営業活動の取組みを進められたい。

1　財政基盤の強化　（２）　歳出の削減

　ア　負担金、補助金、委託料等の見直し

42
政務調査費補助金の削減(補助金
１）

議事調査課
政務調査費による調査について、個々の報告書の義務付けと、調査結果の公表を検討をされたい。また、政務調査費、議員定数、議員報酬など、
議会の情報を積極的に市民に公開し、市民が議会をチェックする役割をもつことから、市民の意識を議会にも向ける工夫をされたい。

43
職員互助会補助金の削減（補助金
３）

人事課 計画効果額の着実な確保取り組みを進められたい。

44
自主研究グループ助成金の廃止
（補助金４）

人事課 ・１８年度廃止

45
ふれあいバス補助金の削減（補助
金９）

総務課 更なる高齢化の進行による高齢者の自家用車事故防止策なども含め、ふれあいバスのあり方について再検討が必要では。

46
福岡県交通遺児を支える会補助金
の見直し（補助金１０）

総務課

47
宗像ユリックス、正助ふるさと村の管
理運営補助金の削減（補助金１２）

経営企画課

48
宗像地域国際交流連絡協議会補助
金の削減（補助金１４）

市民活動推進課

49
コミュニティ活動推進事業補助金の
廃止（補助金１５）

コミュニティ課 着実な取り組みにより計画効果額を確保するとともに、H２０年度末の完全廃止を進められたい。

50
政治学級補助金の廃止（補助金１
７）

総務課 ・廃止

51
宗像市民生委員児童委員協議会補
助金の削減（補助金１８）

保健福祉政策課

52
ボランティア登録・活用事業運営費
補助金の見直し（補助金１９）

保健福祉政策課

53
社会福祉協議会事業費補助金の削
減（補助金２０）

保健福祉政策課
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

54
地域福祉推進団体運営事業費補助
金の削減（補助金２１）

保健福祉政策課

55
宗像市身体障害者福祉協会補助金
の削減（補助金２２）

福祉課

56
宗像原爆被害者の会補助金の削減
（補助金２３）

福祉課

57
福岡県ねんりんスポーツ・文化祭市
代表者補助金の廃止（補助金３０）

介護保険課 ・廃止

58 老人クラブ助成金の削減(補助金31) 介護保険課

59
宗像市敬老会補助金の廃止(保持
金32)

介護保険課 ・１８年度廃止

60
人権対策推進補助金の削減（補助
金３４）

人権対策課

61
宗像市更生保護女性会補助金の廃
止（補助金３７）

人権対策課 ・１８年度廃止

62
人権教育啓発推進協議会補助金の
廃止（補助金３８）

人権対策課 ・廃止

63
ヘルス推進員地区活動費補助金の
検討（補助金４３）

健康づくり課 ・まちづくり交付金へ移行

64
宗像市衛生組合連合会補助金の削
減（補助金４４）

環境保全課 ・まちづくり交付金へ移行

65
し尿処理手数料補助金の削減（補助
金４６）

環境保全課 ・２０年３月末廃止

66
シルバー人材センター補助金の削
減（補助金５１）

保健福祉政策課

67
農業振興費補助金の削減(補助金５
３)

農業振興課

68
宗像市農村女性グループ連絡研究
会補助金の廃止(補助金５５)

農業振興課 ・廃止

69
宗像市認定農業者協議会補助金の
削減(補助金５６)

農業振興課

70
高収益型園芸産地育成事業補助金
の廃止(補助金５７)

農業振興課 ・廃止

71
減農薬省力事業補助金の廃止（補
助金５９）

農業振興課 ・廃止

72
乳用牛病気予防事業補助金の削減
(補助金６２)

農業振興課 自立のための一時支援といった補助金であれば、終期を設定されたい。

73
土づくり推進事業費補助金の見直し
（補助金６３）

農業振興課 自立のための一時支援といった補助金であれば、終期を設定されたい。

74
宗像森林組合補助金の見直し（補助
金６６）

農業振興課
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

75
松原環境保全・地域産業活性化モ
デル事業検討委員会補助金の廃止
(補助金６８)

農業振興課 ・廃止

76
有害鳥獣駆除対策補助金の廃止
（補助金６９）

農業振興課 ・廃止

77
いのしし被害防止対策事業費補助
金の廃止(補助金７０)

農業振興課 ・１８年度廃止

78
商工会補助金の削減（補助金７７～
８３)

商工観光課 市の委託的事業と補助金該当事業とに仕分けし、補助金該当事業の更なる精査を進められたい。

79
消費者の会補助金の廃止（補助金８
６）

商工観光課 ・廃止

80
登山道管理補助金の削減（補助金８
７）

商工観光課

81
宗像観光協会補助金の削減（補助
金８８）

商工観光課 市の委託的事業と補助金該当事業とに仕分けし、補助金該当事業の更なる精査を進められたい。

82
クリーンの会活動費補助金の削減
(補助金89)

維持管理課 ・まちづくり交付金へ移行

83
むなかた｢水と緑の会｣補助金の削
減(補助金９０）

環境保全課

84
街区公園管理費の補助金の削減
(補助金91)

維持管理課 ・まちづくり交付金へ移行

85
生垣推進事業費補助金の削減（補
助金９２）

都市計画課 ・１９年度から廃止

86
いきいき学校づくり事業補助金の廃
止（補助金９７）

学校管理課 ・廃止

87
生徒会活動補助金の廃止（補助金９
８）

学校管理課 ・廃止

88
宗像市学校教育活性化推進協議会
補助金の削減（補助金９９）

教育政策課 ・廃止

89
宗像市人権・同和教育研究協議会
補助金の削減（補助金１００）

学校管理課

90
果汁導入補助金の削減（補助金１０
３、１０６）

学校給食課 ・１９年度から廃止

91
市民フォーラム事業補助金の削減
（補助金１０７）

市民活動推進課 ・１９年度から、人づくりまちづくり基金へ移行

92
青少年育成協議会補助金の見直し
(補助金108)

子ども課 ・まちづくり交付金へ移行

93
子ども会育成連合会補助金の見直
し(補助金109)

子ども課 ・まちづくり交付金へ移行

94
ボーイスカウト事業費補助金の廃止
（補助金１１１）

子ども課 ・廃止
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

95
ガールスカウト事業費補助金の廃止
（補助金１１２）

子ども課 ・廃止

96
小学校交流宿泊体験実行委員会補
助金の検証（補助金１１４）

子ども課

97
むなかたこども新聞運営協議会補
助金の削減（補助金１１５）

子ども課 ・１９年度から廃止

98
通学合宿実行委員会補助金の廃止
（補助金１１６）

子ども課 ・廃止

99
小学校全校宿泊体験実行委員会補
助金の検証（補助金１１７）

子ども課

100
社会科見学補助金（小学校）の廃止
（補助金１１８）

学校管理課 ・廃止

101
児童通学費補助金の廃止（補助金１
１９）

学校管理課 ・廃止

102
社会科見学補助金（中学校）の廃止
（補助金１２２）

学校管理課 ・廃止

103
進路指導対策費補助金の廃止（補
助金１２４）

学校管理課 ・廃止

104
私立幼稚園就園奨励費補助金の削
減（補助金１２６）

子ども課

105
幼稚園芸術鑑賞補助金の廃止（補
助金１２７）

玄海・玄海東幼
稚園

・廃止

106
幼稚園宗像地区園長会補助金の廃
止（補助金１２８）

玄海・玄海東幼
稚園

・廃止

107
市民学習ネットワーク事業補助金の
削減（補助金１２９）

市民活動推進課

108
自治公民館連合会補助金の削減
（補助金１３０）

市民活動推進課 ・１９年度から、まちづくり交付金へ移行

109
成人式実行委員会補助金の見直し
（補助金１３１）

市民活動推進課 ・廃止

110
文化協会補助金の削減（補助金１３
２）

市民活動推進課

111
人権教育研修会補助金の削減（補
助金１３３）

学校管理課

112
地区公民館管理費補助金の廃止
（補助金１３５）

市民活動推進課 ・廃止

113
地区公民館まつり補助金の廃止（補
助金１３６）

市民活動推進課 ・廃止

114
宗像市体育協会補助金の削減（補
助金１３７）

市民活動推進課

115 さざなみ館入館料の補助金の廃止 大島支所総務課 ・１８年度廃止
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

116 全般的な補助金等の見直し 財政課
今回の補助金見直しについての本委員会提言を実行されるとともに、全補助金について委託的事業補助金と本来の補助金とに仕分けを行った上
で、本来の補助金については最長でも３年の終期を設定されたい。

117 水田転作集落推進費補助金の削減 農業振興課 検討を前倒しで実施されたい。

118
アワビ中間育成・種苗放流・毒ウニ駆
除等補助金の削減

水産振興課 ５年以内の廃止、自立を促されたい。

119
女性労働協会負担金の廃止（負担
金７）

男女共同参画推
進課

・廃止

120
農業振興支援センター負担金の削
減（負担金８）

農業振興課

121
(財）九州経済調査協会負担金の廃
止（負担金１０）

経営企画課 ・廃止

122
日本都市計画学会負担金の廃止
（負担金１６）

都市計画課 ・廃止

123
宗像電信電話ユーザ協会負担金の
廃止（負担金１７）

総務課 ・１６年度廃止

124
全国生涯学習市町村協議会負担金
の廃止（負担金１８）

市民活動推進課 ・廃止

125
宗像地区消防団歴代幹部会負担金
の廃止（負担金１９）

総務課 ・廃止

126
宗像区へき地小規模校教育連盟負
担金の廃止（負担金２０）

学校管理課 ・廃止

127
分別排出協力費交付金の削減(負
担金21)

資源廃棄物課 ・まちづくり交付金へ移行

128
九州大道芸まつり負担金の削減（負
担金２２）

商工観光課 自立時期を早急に設定し、関係団体と積極的に協議を進められたい。

129
筑前玄海魚まつり負担金の削減・廃
止（負担金２３）

水産振興課 早期の着実な自主自立化実現取組みを進められたい。

130
高齢者交通安全体験型講習会負担
金の廃止（負担金２４）

総務課 ・廃止

131 宗像交通安全協会負担金の見直し 総務課
交通安全協会の負担金削減を進めるため、交通安全協会に対し、契約社員の導入や勤務時間の短縮など人件費削減と事務の効率化を図る提
言を出されたい。

132
福岡地域交通体系整備促進協議会
負担金の見直し

総務課

133
宗像地区農業委員会連絡協議会負
担金の削減

農業委員会

134 全国市長会団体保険の見直し 人事課 ・加入取りやめ

135 制服貸与の見直し 人事課 ・１９年度から廃止
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

136 資源物受入施設の統合 資源廃棄物課

137
地区青少年指導委員会活動費協力
費の見直し

子ども課 ・まちづくり交付金へ移行

138
浄化槽設置整備事業補助金工事単
価の見直し

施設課 国、県の動向も含め、将来を見越した検討と推進を図られたい。

139 総合食料対策事業の廃止 農業振興課 ・廃止

140 庁舎関係委託料の削減 財政課 No１５４、１５５など関連のプランを含めた総合的見直し精査を進められたい。

141
宗像ユリックス、正助ふるさと村の管
理運営委託料の削減

経営企画課 ・指定管理者へ移管

142 漁港維持管理業務委託経費の削減 水産振興課 目標達成を評価するとともに、より一層の取り組みを推進されたい。

143 メイトム宗像各種委託経費の削減 健康づくり課 大きな効果が得られていることに対して評価するとともに、更なる削減を推進されたい。

144
ゆうゆうぷらざ管理運営委託経費の
削減

保健福祉政策課 ・指定管理者へ移管

145 成人健診事業委託料の見直し 健康づくり課 目標達成を評価するとともに、事業前倒しにより自己負担金の見直しを推進されたい。

146 個別予防接種事業委託料の見直し 健康づくり課

147
障害児通園事業｢のぞみ園｣委託料
の削減

福祉課

148
障害児放課後等対策事業｢ほっぷ｣
委託料の見直し

福祉課

149
議会映像ネットワーク機器維持管理
支援業務委託料の見直し

議事調査課

150 会議録作成委託業務の見直し 議事調査課 速やかに導入時期を設定されたい。

151
終末処理場運転管理業務の適正化
の検討

営業課 更なる精査により、削減を進められたい。

152 終末処理場委託業務コスト削減 水管理課 更なる精査により、削減を進められたい。

153
漁業集落排水処理施設維持管理業
務内容の見直しと経費削減

水管理課 目標達成を評価するとともに、更なる精査により上積み削減を進められたい。

154 全般的な委託料の見直し 財政課 No１４０、１５５など関連のプランを含めた総合的見直し精査を進められたい。

155
委託業務の集約化による経費の削
減

財政課 No１４０、１５４など関連のプランを含めた総合的見直し精査を進められたい。
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

156
男女共同参画推進センター委託費
の削減

男女共同参画推
進課

157 学校開放施設管理委託料の削減 市民活動推進課

158 渡船ターミナル管理委託費の見直し 渡船課

159
子育て支援ホームページ運営事業
経費の削減

子ども課 ・１９年度から廃止

160 宗像地区防犯協会負担金見直し 総務課

161
県消防協会宗像地区連絡協議会負
担金の見直し

総務課

162 顧問弁護士委託料の削減 総務課 委託事項の精査により、更なる上積みの削減を図られたい。

163 無料法律相談委託料の削減 総務課 ・１９年度から廃止

164 大島支所警送業務委託料の削減 総務課 業務の更なる見直し精査により委託料を削減されたい。

　イ　歳出削減への取り組み

165 道路新設改良事業費の削減 建設課 更なる検討により着実に目標額を達成されたい。

166 道路維持管理費の削減 維持管理課 目標達成を評価するとともに、今後も地道な取組みにより目標額を上積みで達成されたい。

167 建築工事のコスト削減 建築課 将来を見越した前向きな検討推進を図られたい。

168 さざなみ館管理運営の見直し 大島支所総務課 ･指定管理者へ移管

169 ふれ愛センター管理運営の見直し 大島支所総務課 ･指定管理者へ移管

170 大島支所庁舎ランニングコスト削減 大島支所総務課 成果に対して評価するとともに、無駄の徹底見直しにより更なる削減を推進されたい。

171 大島資料館ランニングコスト削減 大島支所総務課 成果に対して評価するとともに、無駄の徹底見直しにより更なる削減を推進されたい。

172 メイトム宗像施設改修業務の効率化 健康づくり課

173 漁港建設事業人件費削減 水産振興課 目標達成を評価するとともに、国庫補助事業事務費からの人件費支出を着実に進められたい。

174
住居表示整備優先順位付けによる
経費削減

住居表示推進室
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

175 公共工事の人件費削減 建設課 目標達成を評価するとともに、国庫補助事業事務費からの人件費支出を着実に進められたい。

176
企業会計における配分型予算編成
方針の策定

営業課 着実に目標額の達成を図られたい。

177 配分型予算編成による歳出抑制 財政課

178
公営企業財産遊休地維持管理費の
削減

営業課 事業を前倒しで進められたい。

179 公債費の適正化 財政課 合併特例債は有利ではあるが借金であり、安易な取組みは負債の蓄積となる。返済を見越した着実な蓄財を進められたい。

180
公共施設見直しによる返還金の削
減

経営企画課 事業を前倒しで進められたい。

181
宗像ユリックス、正助ふるさと村の指
定管理者による管理運営

経営企画課 ･指定管理者へ移管

182
市民体育館、B＆G玄海海洋セン
ター、市弓道場、市運動広場の指定
管理

市民活動推進課 ･指定管理者へ移管

183
赤間駅南口自動車及び自転車駐車
場管理委託料

維持管理課 ･指定管理者へ移管

184 宗像市観光物産館の指定管理 商工観光課 ･指定管理者へ移管

185 入札制度改革 財政課 速やかに周辺環境の整備を進められたい。

186
普通財産・行政財産の維持管理費
削減

財政課 処分断行により目標額の着実な達成を図られたい。

187 国民健康保険の医療費の削減 国保医療課
予防医学知識や軽運動の普及など、幅広い医療費の抑制策を推進されたい。また、コミュニティを巻き込んだ新たな取り組みを行うなどの工夫を
されたい。

188 老人医療費の削減 国保医療課
地区役員やボランテティアの声掛けなどによる屋外への誘い出しなど、コミュニティを巻き込んだ新たな健康回復行事への取り組みを行うなどの
工夫をされたい。また、健康ビデオの導入・充実など、目で見る健康教育の充実を図られたい。

189 特別会計繰出金の適正化 財政課 繰出し制度の廃止に向けた取り組みを進められたい。

190 赤間駅北口整備事業人件費の削減
赤間駅周辺整備
室

国庫補助事業事務費からの人件費支出を着実に進められたい。

191
渡船運賃改定による一般会計繰出
金の削減

渡船課

192
渡船他ターミナル施設使用料徴収によ
る一般会計繰出金の削減

渡船課

193 宗像地区水道企業団一元化の検討 営業課

194 池野・岬地区公民館の経費削減 市民活動推進課 更に経費削減を進められたい。

195
中央公民館施設維持管理経費の削
減

中央公民館 目標達成を念頭に置いて、こまめな消灯など、地道な取り組みにより削減を図られたい。
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

196 宗像市民俗資料館の経費削減 市民活動推進課 目標達成を評価するとともに、さらに取組みの推進を図られたい。

197 文化財収蔵施設の経費削減 市民活動推進課 プラン前倒しによる事業推進を図られたい。

198 緑風園業務の民間委譲 保健福祉政策課 ・１９年度民間委譲

199
ゆうゆうぷらざランニングコストの削
減

保健福祉政策課 ･指定管理者へ移管

200 メイトム宗像ランニングコストの削減 健康づくり課 こまめな消灯など、さらに節減の推進を図られたい。

201 宗寿園運営業務 介護保険課 ・１９年度民間委譲

202 玄海庁舎ランニングコスト等の削減 商工観光課

203 アクシス玄海ランニングコストの削減 市民活動推進課 目標達成を評価するとともに、さらに節減の推進を図られたい。

204 有収率の向上 施設課 可能な限り取組みを進められたい。

205 水運用の効率化 施設課 事業を前倒しで進められたい。

206
大王寺ニュータウン・玄海ニュータウ
ン処理施設

施設課 着実に目標額の達成を図られたい。

207 青少年センター運営費の削減 子ども課 目標達成を念頭に置いた、削減プランの推進を図られたい。

208
学校給食共同調理場管理運営費の
削減

学校給食課 目標達成を評価するとともに、更に見直し精査を行い、削減を進められたい。

209 働く女性の家の経費削減
男女共同参画推
進課

･１９年度廃止

210 宗像市役所庁舎維持管理費の削減 財政課 増築分も含めた効果目標の設定と、取組みの推進を図られたい。

211 中学校運営・管理費の削減 学校管理課 更に見直し精査を行い、削減を進められたい。

212 小学校運営・管理費の削減 学校管理課 更に見直し精査を行い、削減を進められたい。

213 健康福祉まつり運営費の削減 保健福祉政策課 ・18年度以降中止

214
宗像地区農業まつり負担金の見直
し

農業振興課 補助金の削減、廃止の努力を続けられたい。

215 子どもまつり委託料の削減 子ども課 目標額の着実確保を図られたい。

216 辞令通知書、IDカードの廃止 人事課
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

217 需用費（消耗品費）の削減 財政課 玄海支所併合による見直し精査により、削減の実現化と継続化を図られたい。

218
需用費、備品購入費等の内部事務
管理経費の削減

財政課 玄海支庁併合による更なる見直し精査での極限削減の継続達成実現化を。

219
汎用コンピューターによる電算処理
（帳票出力）

情報政策課 目標達成を評価するとともに、リストワークスの活用を更に進められたい。

220
汎用コンピューターによる電算処理
(通知書等出力)

情報政策課 速やかな検討及び汎用化を進められたい。

221 内部管理経費の削減 財政課 見直し頻度アップなどにより適正シーリングの設定を図られたい。

222 青少年育成事業費の削減 子ども課 着実なプラン推進により目標額の削減を継続されたい。

223 ワクワク体験事業費の削減 子ども課 徹底的な見直し精査により目標額の着実な削減を図られたい。

224 図書物流システム 図書課 目標達成を評価するとともに、プランの前倒しによる推進を図られたい。

225 統計書印刷代の削減 経営企画課

226 内部管理事務経費の削減 営業課 目標達成を評価するとともに、着実な削減の推進を図られたい。

227 内部事務管理経費（契約）の削減 財政課 指名業者調査の外部委託との経費比較なども検討されたい。

228 住居表示審議会の経費削減 住居表示推進室 さらに経費削減を図られたい。

229 各園幼稚園運営費の削減
玄海・玄海東幼
稚園

着実に民営化を進められたい。

230 各園幼稚園教育振興費の削減
玄海・玄海東幼
稚園

着実に民営化を進められたい。

231 農業委員会カレンダーの見直し 農業委員会

232 公用車の削減 財政課 公用車削減策として、近場での自転車利用やふれあいバス等の活用に加え、公用車の相乗り促進による徹底削減の推進を図られたい。

233 市長公用車の見なおし 秘書課 市長公用車の必要性及び使用距離による交通手段の見直し精査を進められたい。

234 議長公用車の見なおし 議事調査課
議長公用車の必要性については、民間意識を持った厳正な精査を進められたい。具体的には、他市の議長車廃止状況も進んでおり、維持費を削
減するために早急な売却等の処分を進められたい。

235 市長交際費の削減 秘書課 可能な限りの支出削減を図られたい。

236 議長交際費の削減 議事調査課 可能な限りの支出削減を図られたい。

237 公民館講座の見直し 中央公民館 ・18年度講座廃止
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

238
少年少女海外派遣事業の見直しと
経費削減

子ども課 派遣人数の削減或いは自己負担の増額に関する規程の策定を検討されたい。

239 子どもまつりの経費削減 子ども課 目標達成を評価するとともに、更なる見直し精査を進められたい。

240 無料法律相談の見直し 総務課 ・１９年度廃止

241 テレホンガイドの見直し 情報政策課 ・１８年度廃止

　ウ．公営企業の経営健全化

242 企業健全化計画の策定 営業課 前向きでの取組みを進められたい。

２　効果的・効率的な行政経営　(1)　新たな行政サービス

　ア　行政サービスの向上

243 庁内ネットワーク管理運営 情報政策課 事業を前倒しで進められたい。

244
生活習慣病支援事業（小事業名：健
康相談事業）

健康づくり課 高齢化進行による医療費増加対策の一環として、更なる事業推進を図られたい。

245
健康むなかた２１推進事業（日曜日
の健康相談窓口・健康教室）

健康づくり課 生活習慣病支援事業と統合し、一層の事業向上を進められたい。

246 窓口サービスの拡大 市民課他５課

247 汎用コンピュータの見直し 情報政策課 速やかな事業の推進を図られたい。

　イ　市民ニーズに応じた行政サービスの提供

248 市民意識調査の定期実施 経営企画課 行政の責任、市民の責任を明確にした調査を進められたい。

249 市民モニターの見直し 経営企画課 総合的な取組みを進められたい。

２　効果的・効率的な行政経営　（２）　行政システムの改革

　ア　行政評価の定着

250 行政評価と事務事業の見直し 経営企画課 着実な取り組み推進を図られたい。

　イ　事務事業評価における事務委託及び民営化の推進

251 窓口業務の外部委託 市民課 更なる委託化を進められたい。
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

252 学校給食調理業務 学校給食課 ・１８年度全校委託化

253 幼稚園共通運営費
玄海・玄海東幼
稚園

更なる削減推進により１９年度目標額を確保し、２０年度民営化を着実に遂行されたい。.

254 幼稚園共通教育振興費
玄海・玄海東幼
稚園

無駄の徹底排除による更なる削減と２０年度民営化の着実な遂行を進められたい。

255
上下水道料金収納事務全面委託化
の検討

営業課 委託化を進められたい。

256
市民図書館窓口等業務の民間委託
による経費削減

図書課 ・１７年度民間委託化

257
子育て支援センター事業経費の削
減

子ども課 ・１７年度ボランティア団体委託化

　ウ　公共施設の効率的活用

258 保健福祉会館施設の見直し 保健福祉政策課

259 公共スポーツ施設の見直し 市民活動推進課

260 公共施設の見直し 財政課 玄海庁舎の売却成約を進められたい。

　エ　広域行政の推進

261 公平委員会の共同設置 監査委員事務局 共同設置実現化を進められたい。

262 広域スポーツ施設の利用促進 市民活動推進課
利用計画方策の見直しと市民意見の直接聴取に基づく利用向上策を積極的に導入されたい。また、広報活動の推進化と併せ各種健康維持事業
の統合化を進められたい。

263 一部事務組合の統合 経営企画課 ・１９年度統合化完了

　オ　機構改革

264 機構改革 人事課 縦割り組織の完全廃絶と委託・移管を進められたい。

265 窓口方式の見直し 市民課 更なる委託化の促進と№251の窓口業務の外部委託との統合による見直しを進められたい。

266 赤間出張所の廃止 市民課 ・１９年度廃止

267 審議会、各種委員会の見直し 財政課 目標達成を評価するとともに、審議会・委員会の必要性検証及び市民意見の直接聴取導入など審議会・委員会の廃止に向けた検討もされたい。

２　効果的・効率的な行政経営　（３）　事務事業に応じた定員管理の適正化
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

　ア　人事管理の見直し

268 定員適正化等による人件費削減 人事課 目標達成を評価するとともに、外部委託・移管及び業務の削減、民間レベルでの要員徹底見直しを進められたい。

269 定員適正化による人件費抑制 人事課 外部委託・移管及び業務必要性の見直し精査、臨機応変配置による総合的観点からの検証を進められたい。

　イ　議員定数の見直し

270 議員定数 議事調査課 宗像市独自の極限定数の検討と諸外国で実施されているボランティア議員制度の導入なども検討されたい。

２　効果的・効率的な行政経営　（６）　人件費の見直し

　ア　給与・手当等の適正化

271 手当等の支給基準の適正化 人事課 民間実態調査検証等に基づいた適正化を進められたい。

　イ　報酬・賃金の適正化

272 収入役の廃止と特別職の報酬カット 人事課 実施内容に対して評価するとともに、民間格差や社会環境実態を考慮し、全職員への拡大措置を検討されたい。

273
宗像市青少年指導員会報酬等の検
討

子ども課 ・コミュニティ運営協議会へ移管

274 附属機関の委員等の報酬等の検討 人事課 宗像市独自の見直しを進められたい。

（二）　市民・コミュニティ協働による行政運営の推進

１　市民参画・協働　(1)　情報の提供と共有

　ア　行政情報の提供と公表

275 上下水道事業情報提供の強化 営業課 ホームページ・タウンプレスのフル活用により、リアルタイムでの着実な情報を提供されたい。

276
水道水質検査計画、結果情報の提
供

水管理課 ホームページ・タウンプレスのフル活用により、リアルタイムでの着実な情報を提供されたい。

277 行政評価による説明責任 経営企画課 速やかな事業実現推進と民間人の外部評価を導入されたい。

278 国民年金制度の周知 市民課 ホームページのフル活用やコミュニティでの説明会、更には各家庭への資料配布等による連続的な周知をされたい。

279 わかりやすい財政状況の公表 財政課
わかりやすい決算の取組みとして、広報紙での決算公表には、市全体の財政状況がわかるように特別会計、企業会計、一部事務組合会計等も
含めた情報と総括的な説明を入れることにより、厳しい財政見通しであることを市民に知ってもらうような工夫をされたい。また、決算説明の出前
講座など市民が身近に理解できるような工夫をされたい。
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№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

280 予算書等の電子化 財政課

281 施策評価、政策評価の実施 経営企画課 速やかな事業実現推進と民間人の外部評価を導入されたい。

1　市民参画・協働　（２）　市民参画

　ア　市民参画条例の制定

282 市民参画条例の制定 経営企画課 ・条例制定完了・条例が活きたものになるよう、市民に理念の浸透を図るため、学習会等での働きかけをされたい。

　イ　政策や計画策定過程での市民意見の反映

283 市民意見の反映 経営企画課
職員がまちに出て市民意見を直接拾集されたい。また、アンケートやパブリックコメント募集など個人からの意見聴取に加え、グループや会議など
で市民が意見交換や検討ができる場を設置されたい。

1　市民参画・協働　（３）　コミュニティとの協働

　ア　コミュニティづくりの推進

284
吉武地区コミュニティ・センター(指定
管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

285
赤間西地区コミュニティ・センター(指
定管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

286
自由ヶ丘地区コミュニティ・センター
(指定管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

287
南郷地区コミュニティ・センター(指定
管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

288
日の里地区コミュニティ・センター(指
定管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

289
東郷地区コミュニティ・センター(指定
管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

290
赤間地区コミュニティ・センター(指定
管理者)

コミュニティ課 指定管理者ではあるが、早急な地域分権確立のための適切なアドバイス者としての自己啓発をされたい。

　イ　コミュニティとの協働

291
コミュニティ活動推進事業委託化の
推進

コミュニティ課 コミュニティ内の公園は、当該コミュニティ運営協議会が草刈を行うこととされたい。

1　市民参画・協働　（４）　ＮＰＯとの協働

　ア　ＮＰＯの育成・支援

18



№ 項　　　目 所管課名 意　　見　・　提　　言

292 ＮＰＯの育成及び助成 市民活動推進課 個別事業推進から、総合的な事業推進により交流活発化を進められたい。

293
ボランティアネットワークシステムの
運営の見直し

市民活動推進課 個別事業推進から、総合的な事業推進により交流活発化を進められたい。

294 ＮＰＯとの協働推進 市民活動推進課
個別事業推進から、総合的な事業推進により交流活発化を進められたい。また、行政との役割分担を明確にし、民間の特性を生かせるよう、十分
な協議・検討を行い実施されたい。
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審 議 経 過 

 

期 日 審 議 内 容 

平成 19 年 6 月 20 日 ・副市長との懇談、スケジュール調整ほか 

平成 19 年 ７月 13 日 ・補助金等の見直し 

平成 19 年 7 月 27 日 ・補助金等の見直し 

平成 19 年 8 月 9 日 ・補助金等の見直し 

平成 19 年 8 月 23 日 ・補助金等の見直し 

平成 19 年 9 月 5 日 ・補助金等の見直し 

平成 19 年 9 月 26 日 ・補助金等の見直し（まとめ） 

・第２次アクションプラン平成１８年度実施結果の検証 

平成 19 年 10 月 12 日 ・補助金等の見直し提言書確認 

平成 19 年 10 月 24 日 ・副市長への補助金等見直し提言 

・財政安定化プラン説明 

・第２次アクションプラン平成１８年度実施結果の検証 

平成 19 年 11 月 9 日 ・第２次アクションプラン平成１８年度実施結果の検証 

平成 19 年 11 月 16 日 ・第２次アクションプラン平成１８年度実施結果の検証 

平成 19 年 11 月 30 日 ・第２次アクションプラン平成１８年度実施結果提言書の確認 

平成 19 年 12 月 14 日 ・市長への提言、市長との懇談 
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平成１９年度 宗像市行財政改革推進委員会委員名簿 

 

職 名 氏 名 備 考 

 

会 長 

うちの   すなお 

内 野 順 雄 

 

知識経験を有する者（九州産業大学商学部教授、元行財政改革推進委員） 

 

副会長 

かわしま しょうすけ 

川 島 照 亮 

 

知識経験を有する者（元市議会議員、元行財政改革推進委員） 

 

委 員 

つる   きみか 

靏   公 香 

 

知識経験を有する者（税理士） 

 

委 員 

さがら   たかし 

相 良   敬 

 

市民公募 

 

委 員 

すぎした あきえ 

杉 下 啓 惠 

 

市民公募 
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